
注目のキーワード「ノーベル経済学賞」
　10月７日から14日にかけて、2024年のノーベル賞が発表されます。ノーベル賞は、ダイナマイトの発明で知られ
る化学者・実業家のアルフレッド・ノーベルの遺言に基づき、物理学、化学、生理学・医学、文学、平和、経済の６部門で、

「前年に人類のために最大の貢献をした人たち」に贈られます。厳密には、1901年のノーベル賞設立当初から授賞が
始まったのは経済以外の５部門で、経済部門はスウェーデン国立銀行の提案で1969年から授賞が開始されました。
そのため、正式名称はノーベル経済学賞ではなく「アルフレッド・ノーベル記念経済学スウェーデン国立銀行賞」であ
ることや、賞金もノーベル財団ではなくスウェーデン国立銀行からの拠出金であること等、他の部門とはやや扱いが
異なります。もっとも、物理学賞や化学賞と同じように、スウェーデン王立科学アカデミーによる厳正な選考のうえ、世
界でも最も優れた研究者に授与される学術賞のひとつであることに間違いはありません。
　昨年は、女性の労働市場の参加や男女の賃金格差について功績のあるクラウディア・ゴールディン氏が受賞しまし
た。女性の就業率が、経済の主要産業の移り変わり（農業から工業、工業からサービス業）に伴い、Ｕ字カーブのように
推移することを明らかにしました。受賞時には、日本の労働市場にも触れ、女性の労働参加率の改善は素晴らしいが

「女性が労働に参加するだけでは不十分」として、格差解消に向けた取り組みが必要である点を指摘しています。ま
た、ここ最近の経済学賞の受賞者を振り返ってみると、学術的な貢献はさることながら、実社会へのインパクトといっ
た面でも多大な影響を与えた研究者が受賞しているようです。2020年は、電波の周波数の割り当て等で研究成果が
活用されているオークション理論のポール・ミルグロム氏とロバート・ウィルソン氏、2022年は、金融危機が起きる仕
組みの解明と対処法を示した元FRB議長のベン・バーナンキ氏ら３人が受賞しています。今年の受賞者は誰になるの
でしょうか？学術的な研究内容はもちろん、その功績が私たちの生活にどう役立っているのかにも着目すると面白い
かもしれません。

� （経済調査部　主任エコノミスト　阿原 健一郎）

　７月31日、日銀は政策金利（無担コール・翌日物）の誘導目標を0.1％から0.25％へ引き上げるとともに、これま
で、毎月６兆円程度を購入していた国債買入れの減額（所謂“ＱＴ”、量的引締め）を決定した。ＦＲＢもＥＣＢもＱＴと利
上げを同時に決定したことがないこともあり、7月会合では、事前にアナウンスされていたＱＴの決定だけで、利上
げは次回９月会合だろうというのが大方の市場参加者の見方であったため、サプライズとなった。
　会合後の会見で、植田総裁は、「先行きについても、経済・物価情勢に応じて、引き続き政策金利を引き上げ、金
融緩和の度合いを調整していく」とし、完全に利上げフェーズに入ったことを印象付けた。８月に入り、米国の経済
指標からソフトランディングシナリオが揺らいだこともあり、金融市場が大荒れとなるなか、内田副総裁が「金融市
場が不安定の状況で利上げすることはない」と踏み込んだ発言をしたが、その後の日銀の情報発信では、「見通し
通りであれば、金融緩和の度合いの調整を続ける」というスタンスに変更はないようだ。
　日銀は1995年以降、無担コール・翌日物金利を誘導するオペレーションを始め、1998年には同金利を正式に
政策金利とする対応をとってきたが、1998年以降、誘導目標の最高は0.5％だ。かねてより、植田総裁は、物価安
定目標が持続的、安定的に実現するのであれば、政策金利は中立金利近辺になると発言している。中立金利につ
いては具体的な水準等にコンセンサスはないが、0.75％程度から1.5％程度と考える人が多いようだ。いずれにし
ても、今次利上げフェーズでのターミナルレートは、0.5％超が想定されているということだ。
　これまで政策金利が0.5％を上回ることができなかったということは、金融市場含めて、日本経済が0.5％を超え
る政策金利には耐えられなかったということだ。人口動態、グローバル経済の変化、デフレ…、日本経済はこうした
問題への適応を終わらせ、0.5％を超える政策金利に耐えられるようになったということだろうか。尤も、なってな
ければ、それはそれで大問題だが。� （佐久間 啓）
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